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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期

中間連結会計期間
第36期

中間連結会計期間
第35期

会計期間
自　2025年３月１日
至　2025年８月31日

自　2026年３月１日
至　2026年８月31日

自　2025年３月１日
至　2026年２月28日

売上高 (千円) 6,326,127 6,782,147 13,746,885

経常利益 (千円) 869,050 984,548 1,904,585

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(千円) 629,430 664,745 1,423,009

中間包括利益又は包括利益 (千円) 625,407 690,548 1,401,296

純資産額 (千円) 5,245,385 6,387,077 5,838,809

総資産額 (千円) 13,600,347 14,227,741 13,310,376

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 49.97 51.39 111.64

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) 46.76 49.23 104.79

自己資本比率 (％) 38.6 44.9 43.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円) 444,311 527,567 824,671

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円) 183,618 △8,122 △113,124

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円) 433,214 891,883 △558,189

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

（千円) 3,489,665 3,991,507 2,583,887
 

(注)　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、各種政策の効果に加え、インバウンド需要

の増加などにより、景気は緩やかに回復基調で推移いたしました。海外におきましては、米国の通商政策やウクラ

イナ・中東地域の地政学的リスクの長期化による資源・エネルギー価格の高騰、中国経済の停滞などにより、先行

き不透明な状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループは、これまで培ってきた事業基盤と製造業としてのノウハウを軸に、国内

コンベヤ事業において「部品×ソリューション×メンテナンス」の三位一体による強みをさらに磨き上げるととも

に、海外市場では東南アジアを起点とした「ＪＲＣ」ブランドの展開を加速しております。また、環境エネルギー

事業およびロボットSI事業といった成長分野への注力に加え、Ｍ＆Ａの積極的な活用を通じて、社会課題の解決に

資する新規事業の創出に取り組み、中長期的な企業価値の向上に努めております。

当中間連結会計期間におきましては、コンベヤ事業においては、国内では、ソリューション提案力の強化による

高付加価値化や機能製品の拡販、工事・メンテナンスの拡大、遠隔監視等の周辺領域への展開を進めるとともに、

代理店網の活用によるリピート需要の獲得および既存顧客深耕など、営業基盤の強化に取り組みました。海外で

は、東南アジア市場でのシェア獲得に向け、ベトナムに生産拠点を新設し、生産設備の導入を進めました。環境エ

ネルギー事業においては、３社合併による経営基盤の強化を行い、人員体制の拡充および組織基盤の統合を通じ

て、受注機会の拡大と大型案件の獲得に努めました。ロボットSI事業においては、収益基盤の強化に向けた構造改

革を行うとともに、受注拡大や安定的な収益の確保に取り組みました。また、2026年８月には、熱炉および搬送設

備を中心とした各種省力化機械の設計・製造をオーダーメイドで手掛けてきた省人化機械メーカーである機電株式

会社の全株式を取得し、子会社化することを決議いたしました。さらに並行して、持続的な成長と企業価値の向上

を目的として戦略投資を担う「グロースＭ＆Ａカンパニー」を設立し、新たな事業を開始するとともに、その第１

号投資案件として、クリーニング会社やリネンサプライ会社向けを中心とした衣類搬送・保管用コンベヤシステム

の設計・製作・販売を主力事業とする株式会社トーカイコンベアの全株式を取得し、子会社化することを決議いた

しました。

その結果、当中間連結会計期間における売上高は67億82百万円（前年同期比7.2％増）、営業利益10億３百万円

（前年同期比11.0％増）、経常利益９億84百万円（前年同期比13.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は６

億64百万円（前年同期比5.6％増）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は以下のとおりであります。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの変更を行っており、以下の業績に関する記述は、変更後の報告

セグメントの区分に基づいております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメ

ント情報等）」に記載のとおりであります。

 
＜コンベヤ事業＞

コンベヤ事業では、過年度より継続して旺盛なリプレイス需要に加え、更新案件が前年同期を大きく上回りまし

た。

以上の結果、売上高は38億79百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益は９億36百万円（前年同期比9.1％増）と

なりました。

 
＜環境エネルギー事業＞

環境エネルギー事業では、前年度は端境期であったごみ処理施設向け基幹改良工事案件が復調するとともに、新

設メンテナンス案件が期初計画を上回りました。加えて、福島工場による内製化がさらに進展いたしました。
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以上の結果、売上高は23億23百万円（前年同期比16.1％増）、営業利益は５億９百万円（前年同期比15.5％増）

となりました。

 
＜ロボットSI事業＞

ロボットSI事業では、中東情勢の緊迫化や歴史的な円安、エネルギー価格・物流コストの高騰などによる建材価

格の高止まりを受け、顧客の設備投資計画における建屋建設後の装置搬入に変更が生じたことと、一部大型案件の

期ズレの影響を強く受けました。

以上の結果、売上高は６億14百万円（前年同期比9.2％減）、営業利益は38百万円（前年同期比10.1%減）となり

ました。

 
(２) 財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して９億17百万円増加し、142億27百万円となりま

した。

流動資産は、前連結会計年度末と比較して11億70百万円増加し、92億46百万円となりました。主な増減の内訳

は、現金及び預金が14億７百万円増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比較して２億52百万円減少し、49億81百万円となりました。主な増減の内訳

は、機械装置及び運搬具が74百万円、繰延延税金資産が51百万円、のれんが32百万円減少したことによるもので

す。

 
（負債）

負債は、前連結会計年度末と比較して３億69百万円増加し、78億40百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末と比較して２億16百万円増加し、39億89百万円となりました。主な増減の内訳

は、支払手形及び買掛金が６億59百万円減少した一方、一年以内長期借入金及び短期借入金が8億57百万円増加し

たことによるものです。

固定負債は前連結会計年度末と比較して１億52百万円増加し、38億51百万円となりました。主な増減の内訳

は、繰延税金負債が55百万円減少した一方、長期借入金が２億５百万円増加したことによるものであります。

 
　　（純資産）

純資産は、前連結会計年度末と比較して５億48百万円増加し、63億87百万円となりました。主な増減の内訳

は、利益剰余金が剰余金の配当で２億45百万円減少した一方、親会社株主に帰属する中間純利益６億64百万円の

計上により４億19百万円増加したことによるものです。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の43.9％から44.9％に増加しました。

 
(３) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して14

億７百万円増加し、39億91百万円となりました。

各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は５億27百万円（前年同中間連結会計期間は４億44百万円の増加）となりました。こ

れは、仕入債務の減少額７億99百万円、法人税等の支払１億77百万円がありましたが、税金等調整前中間純利益を

10億38百万円計上、売上債権の減少額４億50百万円あったこと等によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は８百万円（前年同中間連結会計期間は１億83百万円の増加）となりました。これ

は、保険積立金の解約による収入51百万円がありましたが、有形固定資産の取得による支出58百万円があったこと

等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は８億91百万円（前年同中間連結会計期間は４億33百万円の増加）となりました。こ

れは、長期借入金の返済による支出４億37百万円、配当金の支払２億45百万円がありましたが、長期借入れによる

収入８億円、短期借入金の増加額７億円があったこと等によるものであります。

 
(４) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計

上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(５) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を

判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 
(６) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(７) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、０百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 （８）生産、受注及び販売の実績

　　　当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 
 （９）主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変動はありません。

 
 （10）経営成績に重要な影響を与える要因

　　　当中間連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について著しい変動はありません。

 
 (11) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性について重要な変動はありません。
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３ 【重要な契約等】

（連結子会社の吸収合併）

当社は2025年12月18日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社高橋汽罐工業を吸収合併存続会

社、当社の連結子会社であるＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社並びに株式会社セイコーテックを吸収合併消滅会社とする吸収

合併を行うことを決議し、2026年３月１日付で株式会社高橋汽罐工業とＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社及び株式会社セイ

コーテックは合併し、株式会社ＪＲＣ Ｅ＆Ｅに社名を変更しました。

なお、詳細につきましては、「第４「経理の状況」１「中間連結財務諸表」「注記事項」（企業結合等関係）」に

記載のとおりであります。

 
（株式取得による企業結合）

　① 機電株式会社

当社は、2026年８月24日開催の取締役会において、機電株式会社の全株式を取得し、子会社化することを決議い

たしました。同日付で株式譲受契約を締結し、2026年９月２日付で当該株式を取得いたしました。

② 株式会社トーカイコンベア

当社は、2026年８月25日開催の取締役会において、株式会社トーカイコンベアの全株式を取得し、子会社化する

ことを決議いたしました。同日付で株式譲受契約を締結し、2026年９月１日付で当該株式を取得いたしました。

なお①～②の詳細につきましては、「第４「経理の状況」１「中間連結財務諸表」「注記事項」（重要な後発事

項）」に記載のとおりであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(2026年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,334,640 13,347,120
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数　100株

計 13,334,640 13,347,120 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 2026年３月１日～
  2026年８月31日

217,020 13,334,640 37,366 220,016 37,366 140,016
 

（注）新株予約権の行使による増加です。

 
(5) 【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

YSホールディングス株式会社 奈良県生駒市光陽台107 2,661,200 20.22

株式会社エムワイエフ 奈良県生駒市光陽台127 1,950,000 14.82

光通信KK投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋１丁目４-10 837,200 6.36

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 563,000 4.28

浜口　佳宏 奈良県生駒市 290,000 2.20

上田八木短資株式会社 大阪市中央区高麗橋２丁目４－２ 234,600 1.78

ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２
投資事業有限責任組合

東京都豊島区南池袋２丁目９－９ 234,600 1.78

インテグラル株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９番２号 200,000 1.52

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 198,900 1.51

常川　陽介 大阪府吹田市 186,694 1.42

計 － 7,356,194 55.90
 

（注）１．持株比率は、自己株式（175,242株）を控除して計算しております。

 　　 ２．ＹＳホールディングス株式会社は、浜口誠吾氏が株式を保有する資産管理会社であります。

 　　 ３．株式会社エムワイエフは、浜口侑生氏が株式を保有する資産管理会社であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 175,200

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,138,400
 

131,384
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元株式数
は100株であります。

単元未満株式
普通株式

21,040
 

― ―

発行済株式総数 13,334,640 ― ―

総株主の議決権 ― 131,384 ―
 

 
② 【自己株式等】

   2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＪＲＣ

大阪市西区阿波座
二丁目１番１号

175,200 ― 175,200 1.31

計 ― 175,200 ― 175,200 1.31
 

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年３月１日から2026年８月31

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,585,441 3,992,872

  受取手形 ※２  106,432 19,969

  売掛金 1,947,797 1,669,569

  電子記録債権 ※１,※２  1,315,871 ※１  1,283,487

  完成工事未収入金 175,997 133,481

  契約資産 23,556 12,233

  商品及び製品 563,792 601,535

  仕掛品 759,685 866,150

  未成工事支出金 180,631 280,501

  原材料及び貯蔵品 178,072 205,200

  未収還付法人税等 76,619 8,141

  その他 166,034 175,387

  貸倒引当金 △3,688 △2,057

  流動資産合計 8,076,244 9,246,473

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,122,746 1,107,934

   機械装置及び運搬具（純額） 694,127 620,023

   土地 1,715,793 1,715,793

   その他（純額） 60,066 56,147

   有形固定資産合計 3,592,733 3,499,899

  無形固定資産   

   のれん 521,727 489,180

   ソフトウエア 100,248 86,023

   顧客関連資産 238,000 224,400

   その他 327 307

   無形固定資産合計 860,303 799,912

  投資その他の資産   

   投資有価証券 190,690 193,064

   繰延税金資産 116,769 64,962

   退職給付に係る資産 159,198 161,986

   破産更生債権等 － 609

   その他 314,570 261,443

   貸倒引当金 △135 △609

   投資その他の資産合計 781,095 681,457

  固定資産合計 5,234,132 4,981,268

 資産合計 13,310,376 14,227,741
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※２  999,029 339,557

  電子記録債務 ※２  149,602 19,648

  １年内返済予定の長期借入金 785,022 942,360

  短期借入金 ※３  250,000 ※３  950,000

  未払法人税等 186,046 389,917

  賞与引当金 182,901 199,858

  契約負債 436,915 443,586

  工事未払金 79,981 69,892

  未成工事受入金 132,882 160,502

  その他 570,617 473,995

  流動負債合計 3,773,000 3,989,318

 固定負債   

  長期借入金 3,350,365 3,555,470

  退職給付に係る負債 69,868 80,000

  繰延税金負債 55,686 －

  その他 222,644 215,875

  固定負債合計 3,698,566 3,851,346

 負債合計 7,471,566 7,840,664

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 182,650 220,016

  資本剰余金 102,650 141,968

  利益剰余金 5,712,741 6,132,011

  自己株式 △230,983 △204,415

  株主資本合計 5,767,059 6,289,581

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 36,732 49,234

  為替換算調整勘定 △18,475 △1,770

  退職給付に係る調整累計額 53,038 49,635

  その他の包括利益累計額合計 71,296 97,099

 新株予約権 453 396

 純資産合計 5,838,809 6,387,077

負債純資産合計 13,310,376 14,227,741
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

売上高 6,326,127 6,782,147

売上原価 4,029,854 4,349,203

売上総利益 2,296,272 2,432,944

販売費及び一般管理費 ※  1,392,068 ※  1,429,440

営業利益 904,203 1,003,503

営業外収益   

 為替差益 － 335

 スクラップ売却益 11,133 14,795

 受取配当金 3,520 3,826

 匿名組合投資利益 － 7,036

 その他 9,117 9,788

 営業外収益合計 23,771 35,782

営業外費用   

 支払利息 21,956 32,828

 持分法による投資損失 14,599 16,036

 匿名組合投資損失 17,221 3,838

 為替差損 1,349 －

 その他 3,797 2,035

 営業外費用合計 58,925 54,738

経常利益 869,050 984,548

特別利益   

 固定資産売却益 1,081 226

 投資有価証券売却益 － 8,227

 保険解約返戻金 － 9,452

 国庫補助金 － 35,724

 特別利益合計 1,081 53,630

特別損失   

 固定資産除却損 10,081 0

 投資有価証券売却損 20 79

 保険解約損 3,375 49

 その他 180 －

 特別損失合計 13,658 128

税金等調整前中間純利益 856,472 1,038,049

法人税、住民税及び事業税 376,098 381,424

法人税等調整額 △149,056 △8,119

法人税等 227,042 373,304

中間純利益 629,430 664,745

親会社株主に帰属する中間純利益 629,430 664,745
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

中間純利益 629,430 664,745

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,220 12,501

 為替換算調整勘定 － △3,561

 退職給付に係る調整額 △3,970 △3,402

 持分法適用会社に対する持分相当額 △3,272 20,265

 その他の包括利益合計 △4,023 25,803

中間包括利益 625,407 690,548

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 625,407 690,548
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 856,472 1,038,049

 減価償却費 186,053 184,342

 のれん償却額 24,451 32,547

 持分法による投資損益（△は益） 14,599 16,036

 固定資産売却損益（△は益） △1,081 △226

 固定資産除却損 10,081 0

 保険解約返戻金 － △9,452

 保険解約損益（△は益） 3,375 49

 投資有価証券売却損益（△は益） 20 △8,148

 賞与引当金の増減額（△は減少） 23,507 16,956

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,093 △1,157

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 12,698 △7,688

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △21,297 10,131

 受取利息及び受取配当金 △4,339 △5,998

 国庫補助金 － △35,724

 為替差損益（△は益） 1,417 148

 支払利息 21,956 32,828

 売上債権の増減額（△は増加） 232,640 450,914

 棚卸資産の増減額（△は増加） △268,449 △271,205

 仕入債務の増減額（△は減少） 264 △799,515

 未払費用の増減額（△は減少） 33,149 △8,491

 未収消費税等の増減額（△は増加） 41,618 37,393

 未払消費税等の増減額（△は減少） △37,192 △11,015

 破産更生債権等の増減額（△は増加） － △609

 その他 △25,627 △26,855

 小計 1,102,226 633,308

 利息及び配当金の受取額 2,291 3,209

 利息の支払額 △21,178 △35,320

 補助金の受取額 － 35,724

 法人税等の支払額 △639,027 △177,832

 法人税等の還付額 － 68,478

 営業活動によるキャッシュ・フロー 444,311 527,567

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の除却による支出 △176 －

 有形固定資産の取得による支出 △386,014 △58,526

 有形固定資産の売却による収入 99,263 226

 無形固定資産の取得による支出 △28,793 △4,225

 投資有価証券の取得による支出 △1,278 △1,377

 投資有価証券の売却による収入 － 32,117

 関連会社に対する貸付 － △24,157

 保険積立金の積立による支出 △13,472 △9,132

 保険積立金の解約による収入 540,894 51,591

 その他 △26,804 5,359

 投資活動によるキャッシュ・フロー 183,618 △8,122
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 － 800,000

 短期借入金の純増減額（△は減少） 700,000 700,000

 長期借入金の返済による支出 △236,071 △437,558

 自己株式の取得による支出 － △54

 配当金の支払額 △161,883 △245,177

 
新株予約権の行使による自己株式の処分による
収入

58,156 －

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 73,012 74,674

 財務活動によるキャッシュ・フロー 433,214 891,883

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,417 △3,709

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,059,727 1,407,619

現金及び現金同等物の期首残高 2,429,938 2,583,887

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  3,489,665 ※  3,991,507
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

2026年３月１日を効力発生日として、当社の連結子会社である株式会社高橋汽罐工業を吸収合併存続会社、

当社の連結子会社であるＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社及び株式会社セイコーテックを吸収合併消滅会社とする吸収合

併を行ったことにより、当中間連結会計期間よりＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社及び株式会社セイコーテックを連結の

範囲から除外しております。

2026年５月29日付でＪＲＣ Ｖｉｅｔｎａｍ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．を新規に設立したことに伴い、当中間連結会

計期間より同社を連結の範囲に含めております。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権譲渡高

 

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

電子記録債権譲渡高 18,915千円 35,262千円
 

 
※２ 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会

計期間末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前中間連結会計期間末日残高に含まれてお

ります。

、

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

受取手形 33,040千円 ―千円

電子記録債権 164,945 〃 ― 〃

支払手形 221,149 〃 ― 〃

電子記録債務 32,590 〃 ― 〃
 

 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

また、この契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

当座貸越極度額 3,000,000千円 3,000,000千円

借入実行残高 250,000 〃 950,000 〃

差引額 2,750,000千円 2,050,000千円
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(中間連結損益計算書関係)

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

給料及び手当 428,250千円 447,054千円

賞与引当金繰入額 76,039 〃 78,799 〃

退職給付費用 9,418 〃 10,409 〃
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

現金及び預金 3,490,925千円 3,992,872千円

別段預金 1,259〃 1,365〃

現金及び現金同等物 3,489,665千円 3,991,507千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１.配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月28日
定時株主総会

普通株式 162,131 13.00 2025年２月28日 2025年５月29日 利益剰余金
 

 

２.基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月14日
定時取締役会

普通株式 179,959 14.00 2025年８月31日 2025年11月５日 利益剰余金
 

 

３.株主資本の金額の著しい変動

当社は、当中間連結会計期間における新株予約権の権利行使による自己株式の処分に伴い、自己株式が175,027

千円減少しました。

この結果、当中間連結会計期間末における自己株式は179,234千円となっております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

１.配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月28日
定時株主総会

普通株式 245,475 19.00 2026年２月28日 2026年５月29日 利益剰余金
 

 

２.基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月15日
定時取締役会

普通株式 197,390 15.00 2026年８月31日 2026年11月５日 利益剰余金
 

 

３.株主資本の金額の著しい変動

当社は、当中間連結会計期間における新株予約権の権利行使に伴う新株の発行等により、当中間連結会計期間

において資本金が37,366千円、資本剰余金が39,318千円増加しております。この結果、当中間連結会計期間末に

おける資本金は220,016千円、資本剰余金は141,968千円となっております。

また、譲渡制限付株式報酬の付与に伴い、自己株式が26,622千円減少しております。この結果、当中間連結会

計期間末における自己株式は204,415千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

コンベヤ
事業

環境エネルギー
事業

ロボットSI
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,691,647 1,958,040 676,439 6,326,127 － 6,326,127

 セグメント間の内部売上高
又は振替高

8,350 43,881 － 52,231 △52,231 －

計 3,699,997 2,001,921 676,439 6,378,358 △52,231 6,326,127

セグメント利益 857,631 441,622 42,353 1,341,607 △437,404 904,203
 

（注）１　セグメント利益の調整額△437,404千円は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全

社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない本社部門等で生じた販売費及び一般管理費であ

ります。

２　グロースＭ＆Ａ事業は2026年８月に事業を立ち上げ、実績がないため記載を省略しております。

３　セグメント利益の合計は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当中間連結会計期間(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

コンベヤ
事業

環境エネルギー
事業

ロボットSI
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,867,054 2,300,694 614,399 6,782,147 － 6,782,147

 セグメント間の内部売上高
又は振替高

12,678 22,735 － 35,414 △35,414 －

計 3,879,732 2,323,430 614,399 6,817,561 △35,414 6,782,147

セグメント利益 936,030 509,976 38,093 1,484,100 △480,596 1,003,503
 

（注）１　セグメント利益の調整額△480,596千円は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全

社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない本社部門等で生じた販売費及び一般管理費で

あります。

２　グロースＭ＆Ａ事業は2026年８月に事業を立ち上げ、実績がないため記載を省略しております。

３　セグメント利益の合計は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２.報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間より、カンパニー制導入を契機に、従来「コンベヤ事業」に含めていた旧株式会社高橋汽罐

工業の事業を「環境エネルギー事業」に変更しております。

また、「環境プラント事業」としていた報告セグメントの名称を「環境エネルギー事業」に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分と算定方法に基づき作

成したものを開示しております。

当社は、2026年８月に新規事業として「グロースＭ＆Ａ事業」を立ち上げており、これを加えた４つのセグメン

トに変更することといたしました。
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(企業結合等関係)

（連結子会社の吸収合併）

当社は2025年12月18日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社高橋汽罐工業を吸収合併存

続会社、当社の連結子会社であるＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社並びに株式会社セイコーテックを吸収合併消滅会社とす

る吸収合併（以下、本合併）を行うことを決議し、2026年３月１日付で株式会社高橋汽罐工業とＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株

式会社及び株式会社セイコーテックは合併し、株式会社ＪＲＣ Ｅ＆Ｅに社名を変更しました。

 
　１．取引の概要

　①　ＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社

(1) 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

吸収合併存続会社  

結合企業の名称 株式会社高橋汽罐工業

事業の内容 発電所等の各種工事・補修・保守・メンテナンス

吸収合併消滅会社  

被結合企業の名称 ＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社

事業の内容
環境関係の各種コンベヤ・周辺機器、バイオマス発電設備関連品の設計・
製造・据付・メンテナンス

(2) 企業結合日

2026年３月１日

(3) 企業結合の法的形式

株式会社高橋汽罐工業を存続会社、ＪＲＣ Ｃ＆Ｍ株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

株式会社ＪＲＣ Ｅ＆Ｅ

(5) その他取引の概要に関する事項
本合併は、環境プラント分野と発電プラント分野の知見を融合させ、「高いメンテナンス力・工事
力」を実現することを主たる目的としております。３社が培ってきた経験・技術・ノウハウを一元化
することで、設計から製作、工事、そしてメンテナンスに至るまでをワンストップで対応できる体制
を構築いたします。これに伴い、顧客の設備保全・改良ニーズに対して、従来よりも規模の大きな新
規のプラント建設工事にも対応が可能となり、これまでより迅速かつ高付加価値なソリューションを
顧客へ提供し、業界内での競争優位性を確立してまいります。

 

 
　②　株式会社セイコーテック

(1) 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

吸収合併存続会社  

結合企業の名称 株式会社高橋汽罐工業

事業の内容 発電所等の各種工事・補修・保守・メンテナンス

吸収合併消滅会社  

被結合企業の名称 株式会社セイコーテック

事業の内容 プラント工事、工業用製品の設計・製造

(2) 企業結合日

2026年３月１日

(3) 企業結合の法的形式

株式会社高橋汽罐工業を存続会社、株式会社セイコーテックを消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

株式会社ＪＲＣ Ｅ＆Ｅ
 

(5) その他取引の概要に関する事項

本合併は、環境プラント分野と発電プラント分野の知見を融合させ、「高いメンテナンス力・工事
力」を実現することを主たる目的としております。３社が培ってきた経験・技術・ノウハウを一元化
することで、設計から製作、工事、そしてメンテナンスに至るまでをワンストップで対応できる体制
を構築いたします。これに伴い、顧客の設備保全・改良ニーズに対して、従来よりも規模の大きな新
規のプラント建設工事にも対応が可能となり、これまでより迅速かつ高付加価値なソリューションを
顧客へ提供し、業界内での競争優位性を確立してまいります。

 

 
　２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づ

き、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自 2025年３月１日　至 2025年８月31日)

  (単位：千円)

 
 報告セグメント

合計
コンベヤ事業 環境エネルギー事業 ロボットSI事業

製品 3,181,120 414,049 378,345 3,973,515

商品 365,466 68,757 40,619 474,842

工事 145,060 1,475,233 257,475 1,877,769

顧客との契約から生じる収益 3,691,647 1,958,040 676,439 6,326,127

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 3,691,647 1,958,040 676,439 6,326,127
 

 
当中間連結会計期間(自 2026年３月１日　至 2026年８月31日)

  (単位：千円)

 
 報告セグメント

合計
コンベヤ事業 環境エネルギー事業 ロボットSI事業

製品 3,353,230 618,979 374,554 4,346,763

商品 467,836 115,813 113,802 697,452

工事 45,987 1,565,901 126,042 1,737,931

顧客との契約から生じる収益 3,867,054 2,300,694 614,399 6,782,147

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 3,867,054 2,300,694 614,399 6,782,147
 

(注) １　当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は（セグメント情報等）に記載のと

おりです。なお、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、変更後の報告セグメ

ントの区分に基づき作成したものを開示しております

２　グロースＭ＆Ａ事業は2026年８月に事業を立ち上げ、実績がないため記載を省略しております。詳細は（セグ

メント情報等）に記載のとおりです。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

(1) １株当たり中間純利益 49円97銭 51円39銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 629,430 664,745

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 中間純利益(千円)

629,430 664,745

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,595,546 12,935,574

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 46円76銭 49円23銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) 864,087 566,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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(重要な後発事象)

（多額な資金の借入）

当社は2026年９月11日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり資金の借入を実行しております。

 

１．借入の理由

当社は、Ｍ＆Ａを通じた持続的な企業価値の向上と非連続な成長の実現を目指しており、株式取得資金の備え

及び運転資金の確保を目的に借入を行うものであります。

 

２．借入の内容

(1) 借入先 株式会社みずほ銀行

(2) 借入金額 400百万円

(3) 利率 基準金利＋スプレッド

(4) 借入実行日 2026年９月18日

(5) 借入期間 ５年

(6) 担保 無担保・無保証
 

 

(1) 借入先 株式会社三菱ＵＦＪ銀行

(2) 借入金額 400百万円

(3) 利率 基準金利＋スプレッド

(4) 借入実行日 2026年９月18日

(5) 借入期間 ５年

(6) 担保 無担保・無保証
 

 

(1) 借入先 株式会社りそな銀行

(2) 借入金額 200百万円

(3) 利率 基準金利＋スプレッド

(4) 借入実行日 2026年９月18日

(5) 借入期間 ５年

(6) 担保 無担保・無保証
 

 

(1) 借入先 株式会社商工組合中央金庫

(2) 借入金額 100百万円

(3) 利率 基準金利＋スプレッド

(4) 借入実行日 2026年９月18日

(5) 借入期間 ５年

(6) 担保 無担保・無保証
 

 

３．業績への影響

本件借入による2027年２月期の当社業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、今後開示すべき事

項が生じた場合には、速やかに開示してまいります。
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（株式取得による企業結合）

　① 機電株式会社

当社は、2026年８月24日開催の取締役会において、機電株式会社の全株式を取得し、子会社化することを

決議いたしました。同日付で株式譲受契約を締結し、2026年９月１日付で当該株式を取得いたしました。

 
１. 企業結合の概要　  
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称 機電株式会社

　　事業の内容 省力化機械の設計・製造・販売・メンテナンス

(2) 企業結合を行う主な理由

当社事業の一つであるロボットＳＩカンパニーは2018年の立ち上げ以来、食品・医薬メーカーを中心に

事業を展開し、労働力人口減少による自動化ニーズの拡大も相まって右肩上がりの成長を遂げています。

この自動化ニーズは今後、更に拡大していくことを想定しており、同市場の成長に追随すべく、①食品・

医薬領域へのロボットパッケージによる横展開・拡販強化、②特定技術を有する企業と事業統合し、当該

技術を活用して前後工程を含めたライン受注を拡大させる方針です。

　このたび事業統合を行う機電は、1971年の設立以来、熱炉および搬送設備を中心とした各種省力化機械

の設計・製造をオーダーメイドで手掛けてきた省人化機械メーカーです。長年にわたり培ってきた設計・

製造技術と、多様な業種への豊富な納入実績を強みに、大手製造業を中心とした安定した顧客基盤を構築

しております。また、熱炉と搬送設備を組み合わせた一貫提案や、ロボットを活用した工場内の省力化・

自動化設備にも数多くの実績を有しております。

　本株式取得により、機電が有する設計・製造技術と、当社ロボットＳＩカンパニーが培ってきたロボッ

ト自動化に関する設計・製造・システムインテグレーションの技術・ノウハウを融合することで、より付

加価値の高い自動化ソリューションの提供が可能となります。また、当社宇治工場との連携により、営

業・設計・製造・保守体制を一層強化し、お客様への対応力の向上と事業基盤の強化を図ってまいりま

す。

　当社グループは、本株式取得を通じてロボットＳＩカンパニーの事業基盤をさらに強化するとともに、

より付加価値の高い自動化ソリューションの提供を通じて、お客様および社会の課題解決に貢献し、持続

的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。
 

(3) 企業結合日

2026年11月30日（予定）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
 

 
２. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 

取得対価　　現金　　300,000千円

取得原価　　　　　　300,000千円
 

 
３. 主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用　　 28,450千円
 

 

 

４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
 

 
５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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現時点では確定しておりません。
 

 
　② 株式会社トーカイコンベア

当社は、2026年８月25日開催の取締役会において、株式会社トーカイコンベアの全株式を取得し、子会社

化することを決議いたしました。同日付で株式譲受契約を締結し、2026年９月２日付で当該株式を取得いたし

ました。

１. 企業結合の概要　  
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称 株式会社トーカイコンベア

　　事業の内容 衣類搬送・保管用コンベヤシステムの設計・製作・販売

(2) 企業結合を行う主な理由

当社は、持続的な成長と企業価値の向上を目的として、2026年８月25日付で戦略投資を担う「グロース

Ｍ＆Ａカンパニー」を設立し、グループ各社とのシナジーが期待できる企業や、成長機会・将来的な事業

承継ニーズを有する企業への戦略的な投資を推進しております。

　このたび株式を取得するトーカイコンベアは、クリーニング会社やリネンサプライ会社向けを中心とし

た衣類搬送・保管用コンベヤシステムの設計・製作・販売を主力事業とし、長年にわたり高い技術力と豊

富な納入実績を積み重ねてきた業界トップシェアのコンベヤメーカーです。1977年の設立以来、多様な顧

客ニーズに対応したオーダーメイドのコンベヤシステムを提供し、業界内で確固たる事業基盤を築いてお

ります。

　当社グループは、トーカイコンベアが有する衣類搬送用コンベヤシステムの技術力・顧客基盤と、ＪＲ

Ｃグループが有する経営資源を融合することで、トーカイコンベアの設計・製造・提案力を強化し、顧客

への提供価値のさらなる向上を目指します。加えて、新たな市場・顧客の開拓や事業領域の拡大を通じ、

さらなる成長を推進してまいります。

　本件は、「グロースＭ＆Ａカンパニー」設立後の第1号投資案件として、当社グループの成長戦略を推

進する重要な取り組みとなります。今後も、グループシナジーの創出が期待できる企業への戦略的な投資

を通じて、持続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。
 

(3) 企業結合日

   2026年11月30日（予定）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
 

 
２. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 

取得対価　　現金　　235,000千円

取得原価　　　　　　235,000千円
 

 
３. 主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用　　 28,450千円
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４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
 

 
５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
 

 
　③ 株式会社ナンヨートレイディング

当社の連結子会社である株式会社ＪＲＣ　Ｅ＆Ｅは、2026年９月14日開催の取締役会において、株式会社

ナンヨートレイディングの全株式を取得し、子会社化することを決議いたしました。同日付で株式譲受契約を

締結し、2026年10月１日付で当該株式を取得いたしました。

 
１.　企業結合の概要　  
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称 株式会社ナンヨートレイディング

　　事業の内容 水処理施設向け特殊ポンプの販売・設置・保守メンテナンス

(2) 企業結合を行う主な理由

ＪＲＣ Ｅ＆Ｅは、環境プラント及び発電プラント向けの各種機器・設備について、設計・製作・据

付・メンテナンスまでを一貫して手掛けております。また、同社の子会社である向井化工機株式会社は、

水処理プラントの設計・製作・施工・メンテナンスを手掛けております。

　このたび株式を取得するナンヨートレイディングは、主に静岡から青森にいたる東日本エリアにおい

て、し尿処理施設等で使用される特殊ポンプの保守・更新を手掛けております。約60年の業歴を有し、主

要メーカー各社との安定した仕入・協力関係のもと、約100施設の保守・更新業務を担っております。

　本株式取得により、ＪＲＣ Ｅ＆Ｅにとってこれまで限定的であったし尿処理施設市場への参入を実現

するとともに、グループ各社の技術・サービス機能とナンヨートレイディングの顧客基盤及び販売・メン

テナンス機能を組み合わせ、下水・し尿処理施設における受注機会の拡大と、周辺設備を含む提供サービ

スの拡充を目指します。

　当社グループは、本株式取得を通じて環境プラント領域の事業基盤を強化するとともに、事業領域及び

顧客基盤の拡大を進め、持続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。
 

 

(3) 企業結合日

   2026年11月30日（予定）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の子会社であるＪＲＣ Ｅ＆Ｅが現金を対価として株式を取得したことによるものです。
 

 

２. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
 

取得対価　　現金　　768,000千円

取得原価　　　　　　768,000千円
 

 
３. 主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用　　 55,030千円
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４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
 

 
５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
 

 
（譲渡制限株式としての自己株式の処分）

当社は、2026年９月２日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を行うことにつ

いて、下記のとおり決議いたしました。

 
１．処分の概要

当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）向け

(1) 払込期日 2026年９月17日

(2) 処分する株式の種類及び数 当社普通株式　40,290株

(3) 処分価額 １株につき1,241円

(4) 処分総額 49,999,890円

(5) 処分予定先 当社子会社の取締役１名　40,290株
 

 
２．処分の目的及び理由

当社は、2026年９月２日開催の取締役会において、当社子会社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取

締役」という。）に対して当社の企業価値向上の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の

皆様との一層の価値共有を進めることを目的として対象取締役に対して、当社子会社の2026年９月開催の臨時時

株主総会から2027年２月開催予定の定時株主総会までの期間に係る譲渡制限付株式報酬として、割当予定先であ

る対象取締役１名に支給される金銭報酬債権合計49,999,890円を、割当対象者が当該金銭報酬債権の全部を現物

出資の方法によって給付することにより、特定譲渡制限付株式として当社普通株式40,290株を割り当てることを

決議いたしました。なお、割当対象者に対する金銭報酬債権の額は、当社子会社における割当対象者の貢献度等

諸般の事項を総合的に勘案の上、決定しております。また、当該金銭報酬債権は、割当対象者が、当社との間で

譲渡制限付株式割当契約を締結すること等を条件として支給いたします。
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２ 【その他】

 2026年10月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

 (イ) 中間配当による配当金の総額 ・・・197,390千円

 (ロ) １株当たりの金額 ・・・15円

 (ハ) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・2026年11月５日

　(注) 2026年８月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年10月14日

株式会社ＪＲＣ

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　潔　　　

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北村　圭子　　　

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＲＣ

の2026年３月１日から2027年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年８月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＪＲＣ及び連結子会社の2026年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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